
予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：土木費　項：土木管理費　目：建設業指導監督費　　　
	事業名　新　建設業担い手育成支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　県土整備部　建設政策課　建設業係　電話番号：058-272-1111（内3647 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11650@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　６，４８３千円（前年度予算額：　　―    千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,483
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,483

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　建設業は社会資本整備の担い手であるとともに、地域の防災・安全、経済・雇用を支える重要な役割を担っている。しかしながら近年の建設投資額の減少等による競争の激化は、建設業界の疲弊を招くとともに、就労環境の悪化等により、若年入職者が減少するなど、かつてない厳しい状況に直面しており、将来の県土づくりを支える確かな技術力の継承が大きな課題となっている。
こうした状況を踏まえ、平成２６～２７年度緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（地域人づくり事業）を活用して、建設業の若年者雇用の拡大及び若手技術者・技能者の資格取得や建設業のノウハウ取得を支援する「チャレンジ！岐阜県の建設業を担う若年者発掘育成事業」を実施してきたところである。平成27年度で本基金事業が終了することから、建設業界より事業継続を要望する声が大きく、特に業界ニーズが高い若手技術者の人材育成事業を継続実施し、岐阜県の建設業を担う担い手を育成する。
（２）事業内容

　　　県内建設業者を対象に、若年技術者の育成に繋がる研修事業を実施する。

　　➀土木施工管理技士養成研修
河川、道路、橋梁などの土木工事において、建設業法上必置となる主任技術者または監理技術者になるための必須の資格である「土木施工管理技士」
を取得するための短期集中による学科及び実地研修を行う。
開催回数：１級２２回、２級１５回　参加予定人数：各３０名
　　➁技術者能力向上研修
　　　技術者として必要な法令知識を再確認するとともに、現場において若手技術者が抱える現場での課題を事例紹介し、グループ討議により解決策を導き出し、技術者としての能力を高める研修を行う。
開催回数：１回　参加予定人数：３０名
　　➂現場管理力強化研修
　　　工事条件に合わせて、適正な工事と適正な利益を確保するために必要な予測管理の重要性を学び、状況に流されることなく根拠を持った施工管理を行うノウハウを学ぶ研修を行う。

開催回数：１回　参加予定人数：３０名
　　➃交渉能力向上研修

　　　発注者との変更協議を有利に効率的にすすめるための知識や折衝テクニックをロールプレイングを交えて習得する研修を行う。

　　　　　　　　開催回数：１回　参加予定人数：３０名
　　

　　➄建設業新入職研修

　　　建設業に新規入職した技術者（1年目～3年目）を対象に、基礎的な技術・技能を習得する研修を行う。
　　　　　　　　開催回数：２回　参加予定人数：３０名

　　➅よく分かる原価管理手法

　　　現場における原価管理とコストダウンのノウハウを実践的に学ぶ研修を行う。
　　　　　　　　開催回数：１回　参加予定人数：３０名
　　　

（３）県負担・補助率の考え方

　　　建設産業は県の基幹産業であるとともに、地域雇用や地域社会インフラ保全の観点からも県内建設産業の再生及び健全な発展は県の最重要課題として対応する必要がある。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	6,483
	事業委託費

	合　計
	　6,483
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・長期構想

　　　Ⅰ－６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　　　　　　・高い技術力を有し、地域に貢献する優良な建設業を育成する

（２）国・他県の状況

　　　担い手３法（改正：平成26年6月4日）において、建設工事の担い手の育成及び確保とその支援に関する責務が追加され、建設業の人材不足について、国においても喫緊の課題として捉えられている。
（３）後年度の財政負担
　　　社会情勢、業界ニーズ、国の建設業支援施策の動向と事業結果を踏まえ、

後年度以降の事業について検討する。

（４）事業主体及びその妥当性
　　・（一社）岐阜県建設業協会

　　・（一社）岐阜県建設業協会は、建設業界の健全な発展を図ることを目的として設立された一般社団法人であり、その会員は岐阜県下１１の地区協会及び建築工業会であり、会員企業数は約５６０社を数える。さらに、

　　　　同協会は３５００を超える企業が加盟する岐阜県建設産業団体連合会の事務局も兼ねていることから、建設産業全体での取組も期待できる。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　建設業の若年就業者数の総数及び建設業就業者数に占める若年就業者の占める割合の減少に歯止めをかけ、将来の建設業を支える担い手を育成し地域社会の安心・安全を支える建設業の再生を推進する。
【岐阜県の建設業就業者数】　         出典：国勢調査

平成12年
平成22年
建設業就業者数
115,957人
84,542人
若年就業者数（29歳以下）
24,853人
9,594人
若年就業者数の占める割合
21.4％
11.3％
ピーク時（平成12年）に比べて、建設業就業者数は約２７％減少、さらに２９歳以下若年就業者数は約６１％減少している。

技術者・技能者育成は、建設業における極めて重要な課題となっているが、10名未満の中小零細業者が8割以上を占める県内建設業者が独自に、これらの課題に取り組むことは困難である。

そこで若手技術者を対象に特に業界のニーズが高いテーマを中心に研修事業を実施し、岐阜県の建設業を担う技術者の育成支援を実施することにより、若手技術者の生産性、就業意欲、及び収入の向上に寄与させ、建設業に従事する若手技術者の定着率向上に繋げる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	若年就業者数（29歳以下）
	9,594人
（H22）
	
	
	
	9,594人
（H32）
	％
　－

	若年就業者数の占める割合
	11.3％
（H22）
	
	
	
	11.3%
（H32）
	％
－


（前年度の取組）

	・事業の活動内容
　【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】（地域人づくり事業）のうち
　「建設業若手技術者等育成事業」(処遇改善プロセス)

　　　事業費69,982千円（平成26年～27年）

　　◯建設業に入職した若手技術者・技能者が、各種資格の取得や技術技能

の向上のための研修カリキュラム等を受講することにより、技術技能の向上を図り、各建設企業の生産性を向上させるとともに、建設業に従事する若年者の処遇改善（定着率向上）に繋げる。
　　【研修内容】

・建設業新入職研修
　　　・若手技術者の現場管理力強化研修
・よく分かる原価管理の手法
 　　 ・発注者との協議時の交渉能力向上研修
 　　 ・大手ゼネコン現場見学研修

 　　 ・技術力向上研修

 　　 ・1級２級土木受験対策研修
 　　 ・1級２級建築受験対策研修

 　　 ・経理事務士特別研修３級４級

 　　 ・経理士試験受験対策コース２級

 　　 ・経理事務力向上研修

 　　 ・多能工養成研修（機械オペ・型枠・鉄筋・コンクリート構造物）

 　　 ・機械集材装置運転業務特別教育（林業）

 　　 ・車両系木材伐出機械特別教育（林業）

 　　 ・架線系先進林業機械研修（林業）

 　　 ・森林整備技術力向上研修（林業）

 　　 ・建設業の管理ノウハウを用いた農業等の経営管理研修（農業）

 　　 ・販売力向上研修（農業）

 　　 ・建設若者塾

 　   ・新入職ＩＴ研修

 　　 ・人材育成能力向上研修
※地域人づくり事業「建設業若手技術者等育成事業」において特に建
設企業の要請が強い研修テーマをピックアップし、「建設業担い手支援事業」に再編（太字部分）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　  【目標】研修受講者数３５０名（１年後の定着率95％）
【結果】研修受講者数３０２名
         　 ※事業終了後の１年後に研修受講者の定着率を検証予定

    【参考】地域人づくり事業研修アンケート
（研修参加企業101社　集計回答数60社　H27.10.21現在）　

Ｑ.役に立った研修は
     　　　　 1位：1級2級土木受験対策研修　　2位：技術力向上研修
      　　　　3位：現場管理力強化研修          4位：交渉能力向上研修
　　　        4位：1級2級建築受験対策研修　　6位：建設業新入職研修
　　　　　　　7位：建設若者塾　　　　　　　　　8位：よく分かる原価管理の手法
○技術者の業務に直接役立つ研修や資格取得につながる研修が大変
人気で建設企業からの事業継続ニーズが特に高い




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　◯
	近年の建設投資額の減少等による競争の激化は、建設業界の疲弊を招くとともに、就労環境の悪化等により、若年入職者が減少するなど、かつてない厳しい状況に直面しており、地域社会の安心・安全を支えてきた建設業の再生が大きな課題となっている。

こうした状況を踏まえ、担い手３法（改正：平成26年6月4日）において、建設工事の担い手の育成及び確保とその支援に関する責務が追加され、建設業の人材不足について、国においても喫緊の課題として捉えられている。

県としては業界のニーズを踏まえ、国の施策を見据えながら効率的かつ効果的な建設業の担い手育成・支援施策を本事業により実施する必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　業界ニーズを捉えた研修テーマの選定が不可欠であり、また地域人づくり事業で得た成果及びノウハウを、今後の研修事業に活かしていく。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　近年の社会情勢、業界ニーズ、国の建設業支援施策を踏まえて、若年者の担い手確保並びに育成に関する支援に重点をおいて事業を実施していく。


財政課で記載します。








